
議案第２５号 

 

令和７年度神埼市下水道事業会計予算 

 

（総 則） 

第１条 令和７年度神埼市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 

（１）公共下水道事業 

   排水区域面積                                    ４９６ ｈａ 

   水洗便所設置済人口                               １１，９９８ 人 

 

（２）浄化槽市町村整備推進事業 

浄化槽設置基数                                 ２，６７９ 基 

水洗便所設置済人口                               ７，３４３ 人 
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（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

 

収     入 

 第１款 下水道事業収益                           １，０８８，５８０ 千円 

  第１項  営業収益                              ３７８，３４９ 千円 

  第２項  営業外収益                             ７１０，２３１ 千円 

   

 

 

支     出 

 第１款 下水道事業費用                             ９９７，３９１ 千円 

  第１項  営業費用                              ８８１，４６４ 千円 

  第２項  営業外費用                             １１３，４２６ 千円 

  第３項  特別損失                                    １ 千円 

  第４項  予備費                                 ２，５００ 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３５３，７３５千円は、当年

度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額３９，９９９千円及び過年度分損益勘定留保資金２５５，５０９千円、当年度分損益勘定留保

資金５８，２２７千円で補てんするものとする。）。 

 

 

収     入 

第１款 資本的収入                               ７７６，０４９ 千円 

  第１項  企業債                               ４４８，９００ 千円 

  第２項  国庫補助金                             ２４０，５００ 千円 

  第３項  県補助金                               １２，４６９ 千円 

 第４項  受益者分担金                             １０，１８０ 千円 

 第５項  受益者負担金                             ３０，０００ 千円 

 第６項  工事負担金                               ４，０００ 千円 

 第10項   基金繰入金                              ３０，０００ 千円 

 

 

 

支     出 

 第１款 資本的支出                             １，１２９，７８４ 千円 

  第１項  建設改良費                             ７４８，１８７ 千円 

  第２項  企業債償還金                            ３６５，８７８ 千円 

  第３項  基金積立金                              １３，２１９ 千円 

  第４項  予備費                                 ２，５００ 千円 
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（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

（単位：千円）  

事      項 期  間 限    度    額 

金融機関が下水道等の排水設備設置者に融資する

水洗便所等改造資金の償還に対する債務保証 

令和７年度から 

最終償還年度まで 

水洗便所等改造資金の融資につき、最終弁済期限到来後なお

弁済されない元金、利息及び延滞金の合計額 

 

（企業債）  

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

（単位：千円）  

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利  率 償還の方法 

公 共 下 水 道 事 業 ４００，０００ 

普通貸借 

又は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見直し方式で借

り入れる資金について、利率の

見直しを行った後においては、

当該見直し後の利率） 

政府資金については、その融資

条件により、銀行その他の場合

にはその債権者と協定するも

のによる。ただし、財政の都合

により据置期間及び償還期限

を短縮し、又は繰上償還もしく

は低利に借換えすることがで

きる。 

浄 化 槽 市 町 村 整 備 

推 進 事 業 
４８，９００ 〃 〃 〃 
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（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 営業費用 

（２） 営業外費用 

（３） 特別損失 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                                 ５４，２０７ 千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１５４，８２２千円である。 

 

令和７年２月２７日 提出 

神埼市長  實 松 尊 徳 
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予 算 に 関 す る 説 明 書 
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１　総括

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※ （　）内は、短時間勤務職員数を記載。
※　手当には、賞与引当金繰入額を含む。
※　法定福利費には、法定福利引当金繰入額を含む。

住 居 手 当 通 勤 手 当 管理職手当
時 間 外
勤 務 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
退 職 手 当
組合負担金

合 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 650 150 648 3,500 5,626 4,574 5,800 21,808

前 年 度 1,200 200 648 3,500 5,682 4,626 6,100 22,746

比 較 △ 550 △ 50 0 0 △ 56 △ 52 △ 300 △ 938
※　期末手当及び勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

給  与  費  明  細  書

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

区 分

損 益 勘 定 支 弁 職 員
本
年
度

11,470 10,606 22,076

1,565 22,940 21,808

資 本 勘 定 支 弁 職 員

3,762 25,838

1,565 11,470 11,202 24,237 4,132 28,369

29,474

46,313 7,894 54,207

前
年
度

12,205 11,116 23,321 3,924

22,746 48,536 8,1837 ( 1 )

27,245

1,381 12,204 11,630 25,215 4,259

56,719

比
較

△ 735 △ 510 △ 1,245 △ 162 △ 1,407

1,381 24,409

△ 978 △ 1,105

184 △ 1,469 △ 938 △ 2,223 △ 2,512

70

184 △ 734

合 計

△ 428

（千円）

860

資 本 勘 定 支 弁 職 員

3 (　 )

3 ( 1 )

6 ( 1 )

3 (　 )

4 ( 1 )

 (　 )

△1 (  )

△1 (  ) △ 289

△ 127

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

790

手
当
の
内
訳

区 分
扶 養 手 当
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※ （　）内は、短時間勤務職員数を記載。
※　手当には、賞与引当金繰入額を含む。
※　法定福利費には、法定福利引当金繰入額を含む。

住 居 手 当 通 勤 手 当 管理職手当
時 間 外
勤 務 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
退 職 手 当
組合負担金

合 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 650 150 648 3,500 5,300 4,300 5,800 21,208

前 年 度 1,200 200 648 3,500 5,400 4,390 6,100 22,228

比 較 △ 550 △ 50 0 0 △ 100 △ 90 △ 300 △ 1,020
※　期末手当及び勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

21,208 44,148

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

25,838

11,470 10,602 22,072 25,834

11,470 10,606 22,076

54,485

7,524 51,672

前
年
度

12,205 11,116 23,321

本
年
度

22,228

27,245

12,204 11,112 23,316 27,240

3,924

3,924

△ 1,245

△ 1,469

46,637合 計

3,762

7,848

3 (　 )

22,940

△ 1,407

24,409

比
較

△ 735 △ 510損 益 勘 定 支 弁 職 員 △ 162

△ 162

70

△ 734 △ 510 △ 1,244 △ 1,406

△ 1,020 △ 2,489合 計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

△ 2,813

手
当
の
内
訳

区 分
扶 養 手 当

（千円）

860

790

 (　 )

3,762

△1 (　 )

3 (　 )

6 (   )

3 (　 )

4 (　 )

△ 324

7 (   )

△1 (   )

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

区 分

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合 計

資 本 勘 定 支 弁 職 員
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　イ　会計年度任用職員

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

※ （　）内は、短時間勤務職員数を記載。
※　手当には、賞与引当金繰入額を含む。
※　法定福利費には、法定福利引当金繰入額を含む。

住 居 手 当 通 勤 手 当 管理職手当
時 間 外
勤 務 手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
退 職 手 当
組合負担金

合 計

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 326 274 600

前 年 度 282 236 518

比 較 44 38 82
※　期末手当及び勤勉手当には、賞与引当金繰入額を含む。

給 与 費
法定福利費 合 計

370

1,565 600 2,165

1,565 600 2,165 2,535

2,234( 1 )

370 2,535

前
年
度

本
年
度

335( 1 )

1,381 518 1,899 335

2,234

比
較

1,381

266

( 1 )

資 本 勘 定 支 弁 職 員 301

184 82 266

35

35合 計

184 82

職 員 数

301

手
当
の
内
訳

区 分
扶 養 手 当

（千円）

合 計

(　 )

(　 )

(　 )

( 1 )

( 1 )

合 計

損 益 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

( 1 )

518 1,899

区 分

資 本 勘 定 支 弁 職 員
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２　給料及び手当の増減額の明細

増減額

（千円） （千円） （千円）

給　　料 給与改定に伴う増減分 958

昇給に伴う増加分 328 平均昇給率：1.439％

その他の増減分 △ 2,755

職員手当

その他の増減分 △ 1,487

３　給料及び職員手当の状況

　（１）職員１人当たり給与

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

（ 円 ）

（ 円 ）

（ 歳 ）

   （２）初任給 (単位　円）

区　　分
増 減 事 由 別 内 訳

区 分 行 政 職

備 考説 明

△ 1,469

△ 938

人事異動等によるもの

人事異動等によるもの

給与制度改正によるもの
　期末・勤勉手当：549千円（0.10月分）

制度改正に伴う増減分 549

188,000 －

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

320,633

行政職（二）

令和７年１月１日現在

令和６年１月１日現在

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

350,617

40.50

294,686

319,171

38.00

220,000 －

国 の 制 度

高 校 卒

大 学 卒

行 政 職

188,100

214,100

区 分
行政職（一）
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　（３）級別職員数                                                                                                        

（級別の標準的な職務内容）

区 分

行 政 職

区 分

行 政 職

級
職員数 構成比

級
職員数 構成比

（人） （％） （人） （％）

令和７年１月１日現在

１級 0 0

令和６年１月１日現在

１級 0 0

２級 0 0 ２級 2 28.6

３級 3 50.0 ３級 2 28.6

４級 2 33.3 ４級 2 28.6

５級 0 0.0 ５級 0 0.0

６級 1 16.7 ６級 1 14.2

７級 0 0.0 ７級 0 0.0

計 6 100.0 計 7 100.0

 区　分 行　　　政　　　職

１　級 定型的な業務を行う主事

２　級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事

６　級 課長の職務又はこれに相当する職務

７　級 部長の職務又はこれに相当する職務

３　級 主査の職務又はこれに相当する職務

４　級
係長の職務又は専門的な知識及び経験を必要とする業務を行う主
査の職務

５　級 副課長の職務又はこれに相当する職務
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　（４）昇給

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

　（５）特殊勤務手当

８号給 0 0

比 率 (B)／(A) 100.0 100.0

号 給 数 別 内 訳

３号給 1 1

6 6

６号給 0 0

４号給

(B) 7 7

２号給 0 0

比 率 (B)／(A) 100.0 100.0

前
年
度

職 員 数 (A) 7 7

昇 給 に 係 る 職 員 数

5 5

６号給 0 0

８号給 0 0

6 6

号 給 数 別 内 訳

２号給 0 0

３号給 1 1

４号給

区 分 合 計 行 政 職

本
年
度

職 員 数 (A) 6 6

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

行 政 職

－

－

支給対象職員の比率（%）
(令和７年１月１日現在)

代表的な特殊勤務手当の名称 －

区 分

給料総額に対する比率（%）
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　（６）期末手当・勤勉手当

※（　　）内は、再任用職員の標準的な支給率を記載

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　（８）その他の手当

区　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計
(月分)

職制上の段階、
職務の級等による

加算措置６月（月分） １２月（月分）

本　　年　　度
(1.200) (1.200) (2.400)

有
2.3 2.3 4.600

前　　年　　度
(1.175) (1.175) (2.350)

有
2.25 2.25 4.500

国　の　制　度
(1.200) (1.200) (2.400)

有
2.3 2.3 4.600

住 居 手 当 異 な る
支給対象となる家賃の下限月額：12,000円（国16,000円）
支給上限月額：27,000円（国28,000円）

通 勤 手 当 同 じ

区 分 国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同 じ

定年前早期退職特例措置

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.5868 33.2707 47.7090 47.7090 定年前早期退職特例措置

備　　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.5868 33.2707 47.7090 47.7090

区 分
20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

その他の加算措置等
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債務負担行為に関する調書 

（単位：千円） 

事   項 限 度 額 

前年度末までの支払義

務 発 生 （ 見 込 ） 額 

当該年度以降の支払義

務 発 生 予 定 額 
左の財源内訳 

期間 金額 期間 金額 
国 県 

補助金 
企業債 

損益勘定 

留保資金 

金融機関が下水道等の排水設備設置

者に融資する水洗便所等改造資金の

償還に対する債務保証 

水洗便所等改造資金の融

資につき、最終弁済期限

到来後なお弁済されない

元金、利息及び延滞金の

合計額 

  令和７年度

から最終償

還年度まで 

限度額に同

じ 
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令和7年度神埼市下水道事業予定貸借対照表 

(単位 円)(令和8年3月31日） 

資 産 の 部 

△1,733,821,077

１．固定資産 

 （１）有形固定資産 

  イ 土地 239,075,191

  ロ 建物 384,008,410

    減価償却累計額 330,012,487

  ハ 構築物 16,629,678,187

    減価償却累計額 14,895,857,110

  ニ 機械及び装置 3,713,007,661

    減価償却累計額 

   有形固定資産合計 17,935,069,569

（２）投資その他の資産 

  イ 基金 

   投資合計 

   固定資産合計 

511,279,662

18,446,349,231

２．流動資産 

（１）現金・預金 837,288,018

（２）未収金 90,015,547

   貸倒引当金 

19,373,484,882

△1,242,882,880 2,470,124,781

511,279,662

△167,914 89,847,633

927,135,651  流動資産合計 

  資産合計 

△53,995,923
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 負 債 の 部 
３．固定負債 

（１）企業債 

  イ 建設改良等の財源に 

    充てるための企業債 

  企業債合計 

  固定負債合計 9,088,241,035

４．流動負債 

（１）企業債 

  イ 建設改良費等の財源に 

    充てるための企業債 372,457,530

  企業債合計 372,457,530

（２）未払金 47,251,260

（３）引当金 

  イ 賞与引当金 3,485,040

  ロ 法定福利費引当金 688,695

  引当金合計 4,173,735

（４）預り金 

  流動負債合計 423,962,525

５．繰延収益 

（１）長期前受金 

（２）収益化累計額 

9,992,764,146

  繰延収益合計 

  負債合計 

8,402,354,305

9,088,241,035

9,088,241,035

80,000

17,914,557,865

△1,590,409,841
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 資 本 の 部 

６．資本金 618,607,028

７．剰余金 

（１）資本剰余金 

  イ 国庫補助金 109,548,621

  ロ 他会計補助金 10,600,241

  ハ 受贈財産評価額 

   資本剰余金合計 139,908,862

（２）利益剰余金 

  ロ 当年度未処分利益剰余金 

   利益剰余金合計 

   剰余金合計 

   資本合計 

   負債資本合計 

19,760,000

1,458,927,017

189,697,140

700,411,127

840,319,989

19,373,484,882

  イ 減債積立金 510,713,987
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令和6年度神埼市下水道事業会計予定損益計算書 

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで） 

(単位 円)

１．営業収益 

 （１）下水道使用料 334,131,819

 （２）他会計負担金 0

 （３）受託事業収益 0

 （４）その他営業収益 4,000 334,135,819

２．営業費用 

 （１）管渠費 25,065,732

 （２）ポンプ場費 5,042,457

 （３）処理場費 74,762,370

 （４）浄化槽費 159,118,637

 （５）受託工事費 0

 （６）業務費 9,190,912

 （７）総係費 41,671,824

 （８）減価償却費 515,596,000

 （９）資産減耗費 0

 （10）その他営業費用 0 830,447,932

  営業損失 496,312,113

３．営業外収益 

 （１）受取利息及び配当金 751,000

 （２）他会計負担金 266,770,000

 （３）他会計補助金 186,637,000
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 （４）国庫補助金 0

 （５）長期前受金戻入 264,638,000

 （６）資本費繰入収益 0

 （７）消費税及び地方消費税還付金 1,000

 （８）雑収益 2,000 718,799,000

４．営業外費用 

 （１）支払利息及び企業債取扱諸費 107,770,000

 （２）消費税及び地方消費税 0

 （３）雑支出 4,811,818 112,581,818 606,217,182

  経常利益 109,905,069

５．特別利益 

 （１）固定資産売却益 0

 （２）過年度損益修正益 0

 （３）その他特別利益 0 0

６．特別損失 

 （１）固定資産売却損 0

 （２）減損損失 0

 （３）災害による損失 0

 （４）過年度損益修正損 1,000

 （５）その他特別損失 0 1,000 △1,000

  当年度純利益 109,904,069

  前年度繰越利益剰余金 

  その他未処分利益剰余金変動額 

0

0

  当年度未処分利益剰余金 109,904,069
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令和6年度神埼市下水道事業予定貸借対照表 

(単位 円)(令和7年3月31日） 

  流動資産合計 

  資産合計 

   貸倒引当金 

（２）未収金 

（１）現金・預金 

２．流動資産 

   固定資産合計 

   有形固定資産合計 17,783,873,288  

    減価償却累計額 

  ニ 機械及び装置 

    減価償却累計額 

  ハ 構築物 

    減価償却累計額 

  ロ 建物 

  イ 土地 

 （１）有形固定資産 

１．固定資産 

資 産 の 部 

18,311,933,950

760,766,726

△230,614

131,032,810

（２）投資その他の資産 

△1,061,284,880

3,624,528,841

16,033,137,726

14,641,179,649

△43,633,923

384,008,410

340,374,487

239,075,191

  イ 基金 

   投資合計 

528,060,662

130,802,196

891,568,922

△1,391,958,077

528,060,662

19,203,502,872

  ホ 建設仮勘定 0

2,563,243,961
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負 債 の 部 

（１）企業債 

  イ 建設改良等の財源に 

３．固定負債 

    充てるための企業債 9,011,800,843

  企業債合計 

  固定負債合計 9,011,800,843

４．流動負債 

（１）企業債 

  イ 建設改良費等の財源に 

    充てるための企業債 

  企業債合計 365,875,722

（２）未払金 42,386,320

（３）引当金 

  イ 賞与引当金 3,518,040

  ロ 法定福利費引当金 720,695

  引当金合計 4,238,735

（４）預り金 

  流動負債合計 412,580,777

５．繰延収益 

（１）長期前受金 

（２）収益化累計額 

  繰延収益合計 

  負債合計 

9,721,265,147

9,011,800,843

80,000

17,824,368,926

△1,321,277,841

8,399,987,306

365,875,722
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資 本 の 部 

139,908,862

109,548,621

10,600,241

620,618,056

   資本合計 

   負債資本合計 

618,607,028

19,760,000

（１）資本剰余金 

  イ 国庫補助金 

  ロ 他会計補助金 

  ハ 受贈財産評価額 

   資本剰余金合計 

（２）利益剰余金 

  ロ 当年度未処分利益剰余金 

   利益剰余金合計 

   剰余金合計 

６．資本金 

７．剰余金 

19,203,502,872

760,526,918

1,379,133,946

  イ 減債積立金 

109,904,069

510,713,987
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注記 

 

１ 重要な会計方針 

 地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。 

（１）固定資産の減価償却の方法 

  ア 有形固定資産 

     減価償却の方法 定額法による。 

     主な耐用年数  建物             ５０年 

             構築物（管路施設）      ５０年 

             機械及び装置       ６～２０年 

             機械及び装置（浄化槽施設）  ２８年 

 

（２）引当金の計上方法 

   ア 退職給付引当金 

佐賀県市町総合事務組合に対し、一定の負担金を支払うため、退職給付引当金は計上していない。 

   イ 賞与引当金、法定福利引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給とそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

   ウ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

 （４）受益者分担金及び受益者負担金の会計処理 

資本的収入のうち受益者分担金及び受益者負担金は、貸借対照表上の繰延収益を構成することから、現金主義を採用し、収納時に

調定している。（地方公営企業法施行令第９条第６項、神埼市下水道事業の財務の特例を定める規則第１６条第 1 項関係） 

 

 

２ 予定貸借対照表等関連 

 （１）企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負

担すると見込まれる額は６，４９３，８９１千円である。 
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３ セグメント情報 

 （１）セグメントの概要 

     神埼市下水道事業会計は、公共下水道事業、浄化槽市町村整備推進事業を運営しており、報告セグメントとしている。なお、各報

告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
 

事  業  区  分 事  業  の  内  容 

公共下水道事業 公共下水道事業における処理区域で汚水を処理する業務 

浄化槽市町村整備推進事業 上記以外の処理区域で汚水を処理する業務 

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

     当年度（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

 （単位：千円）  

 公共下水道事業 
浄化槽市町村整備 

推進事業 
合  計 

営業収益 232,641 111,313 343,954 

営業費用 574,317 281,755 856,072 

営業損益 △341,676 △170,442 △512,118 

経常損益 77,199 2,595 79,794 

セグメント資産 17,409,619 1,963,866 19,373,485 

セグメント負債 16,298,558 1,616,000 17,914,558 

その他の項目    

他会計負担金 230,931 50,447 281,378 

他会計補助金 74,301 80,521 154,822 

減価償却費 436,590 97,233 533,823 

特別損失 1 0 1 

有形固定資産増加額 159,950 △8,754 151,196 
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令和７年度神埼市下水道事業会計（当初予算） 
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款 1 項 1 目 1

（単位：千円）

１．事業の目的

　生活環境整備として河川や水路等の水質保全、快適な居住環境の確保を図ることを目的として、公共下水道事業を行うものである。
この事業は平成９年度より事業を開始し、現計画においては令和７年度に概成を迎えるものである。

２．事業の内容（具体的な取組内容）

　現在、全体計画面積496haの事業認可を受けて整備を行っており、令和７年度は最終年度であり、尾崎西分地区、岩田地区の一部の面整備を行うことと
している。

（1）令和７年度実施事業
　①尾崎西分地区面整備　②岩田地区面整備　③マンホールポンプ

（2）予算計上の内訳 （単位：千円）

３．財源の内訳

国（汚水処理施設整備推進交付金） 1/2 千円 その他（受益者負担金） 千円
企業債（下水道事業債） 千円 補填財源 千円

※予算実施計画から建設改良に関する主要な項目のみ抜粋している

30,000 1,000

215,000 30,000

30,000 1,000
40,000

590,000
20,000 10,000

384,000 1,000

合計 630,000 430,000 215,000 384,000200,000

受益者
負担金

補填財源

30,000 0 0
354,000

27節　補償金 上水道・消火栓等布設替補償
23節　工事請負費 管渠工事

交付金
（50%）

企業債

410,000 180,000 205,000
20,000

交付金対象額 単独費
節 内容 事業費

内訳

当初

令和6年度予算額

1,000

事業名 予 算 額

予算号数

課係名 下水道課（下水道係・管理係） 会計名 下水道事業会計 資本的支出

事 業 一 覧 表 会計年度 令和 7年度 予算区分

予算頁

下 水 道 新 設 改 良費
（ 人 件 費 等 を 除 く ）

630,000

国 県 企業債

215,000 384,000 30,000

左の予算額に対する財源内訳

980,000 0 980,000 12

その他 補填財源 当初予算額 補正額 予算現計額



款 1 項 1 目 2

（単位：千円）

１．事業の目的

　 生活環境整備として河川や水路等の水質保全、快適な居住環境の確保を図ることを目的として、浄化槽事業を行うものである。
　この事業は、平成１５年度から開始し、市が事業主体となって国の補助を受け、集合処理区以外を合併処理浄化槽で整備するものである。

２．事業の内容（具体的な取組内容）

　R７年度においては、70基の整備を行う計画である。
　人槽ごと及び地区別の内訳は、次のとおりである。 （単位：千円）

神埼 千代田 脊振 計
8 25 4 37
6 21 3 30
0 3 0 3
0 0 0 0 （単位：基数）
0 0 0 0

14 49 7 70

３．財源の内訳

国（汚水処理施設整備推進交付金） 千円
企業債（下水道債） 千円
その他（分担金） 千円 ※予算実施計画から建設改良に関する主要項目のみ抜粋している。
補填財源 千円
合計 千円

25,500
48,900
7,650

97

脊振

82,147

284 291 298
計 2,531 2,605 2,679

計 神埼 240 254 268
千代田 2,007 2,060 2,113

２０人槽
３０人槽 管理基数 R5年度末 R6年度末 R7年度末

５人槽 合計 82,147

７人槽
１０人槽

人槽
設置基数（基）

事業費
12節　委託料 4,900
14節　工事請負費

82,147 0 82,147 13

77,247

補正額 予算現計額

25,500 48,900 7,650 97

令和6年度予算額
予算頁

浄 化 槽新 設改 良費
（ 人 件 費 等 を 除 く ）

82,147

国 県 企業債 その他 補填財源 当初予算額

令和

事業名 予 算 額 左の予算額に対する財源内訳

7年度 予算区分 当初 予算号数

課係名 下水道課（下水道係・管理係） 会計名 下水道事業会計 資本的支出

事 業 一 覧 表 会計年度


